第２４事件　乱療の公表と名誉毀損
1. 事実概要

・原告…X1（医療法人Ａ病院　精神科内科）、X2（医療法人Ｂ病院　呼吸器科内科）、X3（Ａ病院の精神科医師）、X4（Ａ病院の内科医）　
・被告…Y1～Y5（医師２人、看護師１人、患者２人）

・経過…
S45.12 Ａ及びＢ病院において精神病患者に対し、ベッド拘束・持続睡眠療法・不要なリンゲル液注射等の違法な治療行為が行われたとして、Y1～Y5がX3・X4・訴外C（Ｂ病院医師）を告発（以下本件告発）。さらにその旨を新聞記者らに告知し、新聞各紙が記事を掲載した。
→S47.12  ３人は嫌疑不十分で不起訴となる。
→S48  X1～X4は、Y1～Y5を被告として本件訴訟を提起。Xらの名誉・信用が毀損されたこと、約2年間にわたり検察官の取調べを受けるなどして多大の精神的苦痛を受けたことを理由に損害賠償請求。
→S52.7.29京都地判　X1、X3及びX4の請求を一部認容、X2の請求棄却→双方控訴

→S55.9.26大阪高判　第一審判決の原告勝訴部分を取り消し。X1～X4の控訴棄却→X1～X4が上告

→S58.10.20最高裁第一小法廷　上告棄却
2. 主な争点

①本件告発につき不当告発による不法行為が成立するかどうか

②本件告発につき名誉毀損による不法行為が成立するかどうか

3. 判旨

①について
・虚偽の事実につき不当な告発をした場合は、それが故意過失によりなされた限りで不法行為となる。

→事実の真実性…告発事実の大綱が客観的事実に合致すれば、細部がくい違っていても適法。
→本件告発は正当なものである。
※治療行為は、a行為者の主観において治療を目的とし、bその行為が客観的に治療行為に必要である（相当性がある）限り違法性が阻却される。

　　→b相当性…X3らの行為は医学的に当時一般に承認されていた行為とはいえず、本人の承諾・推定的承諾も認められない。→違法性は阻却されない。

②について

・不法行為が成立しないためには、a公共の利害に関する事実に関わり、bもっぱら公益を図る目的でなされ、c摘示された事実が真実または真実であると信ずるについて相当の理由がある、ことが必要。

　→a公共性…広く精神医療社会の発展と適正をはかり、ひいては社会全体の利害に関わる→○

　　b公益目的性…精神医療の適正化、患者の人権擁護。もっぱら公益を図る目的→○

　　c真実性・相当性…重要な部分につき真実性の証明があれば足りる→○
4. 考察

わかったこと
・原審において治療行為の相当性がかなり丁寧に論じられていた。

疑問に感じたこと

・Y1らが病院の現状を訴える手段としては、告訴しか残っていなかったのか。

・第一審ではなぜX3らの行為が正当な治療だと認められたのか。
